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デジタルコンテンツ創富力の強化に向けた懇談会 概要

1. 検討事項
新成長戦略「クール・ジャパン戦略の推進」による新たな成長の達成に向け、コンテンツ製作・流通の促進に係る次の

各項目について検討し、国・地方公共団体・民間等の各プレーヤが果たすべき役割や昨今の財政事情等も踏まえた今後展
開すべき政策の方向性を提言。

（１）政策目標等 （意義、方向性、国の役割等）
（２）重点推進分野（海外展開、人材育成、流通環境整備等）
（３）プロジェクトマネジメント（成果目標設定方法、成果評価方法、ベストプラクティスの展開・普及方策等）

2. 検討状況
・平成２３年２月から、平岡総務副大臣の主催により「デジタルコンテンツ創富力の強化に向けた懇談会」を開催。
・同月の初回会合以降、これまでに計６回の会合を開催し、検討を実施中。６月頃を目途に中間とりまとめを行う予定。

3． 構成員 （敬称略。構成員は五十音順。平成２３年５月現在。）

氏 名 主 要 現 職

座 長 中村 伊知哉 慶應義塾大学大学院メディアデザイン研究科教授

座長代理 村上 輝康 株式会社野村総合研究所シニアフェロー

構 成 員

音 好宏 上智大学文学部新聞学科教授

越塚 登 東京大学大学院情報学環・学際情報学府教授

古嶋 雅史 デロイト トーマツ コンサルティング株式会社パートナー

小塚 荘一郎 学習院大学法学部教授

末吉 亙 潮見坂綜合法律事務所弁護士

細井 浩一 立命館大学映像学部教授

三尾 美枝子 六番町総合法律事務所弁護士

柳川 範之 東京大学大学院経済学研究科准教授
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これまでに検討された主な論点等（概要）

３．求められる具体策

グローバル志向へ
の転換

多様な手段による
正確・迅速な情報
発信

グローバル市場での
競争環境の激化

ソーシャルサービス
の急速な普及

東日本大震災・原発
事故による被災

※ 第6回会合(5/25)配布資料６－４に基づき作成。なお、各項目の順番については不同であり、特に優先度を示しているものではない。

地域の再生・
活性化

少子高齢化・人口
減少等による国内
の閉塞感

新たなイノベーシ
ョンの創発

世界最先端の
デジタルネットワーク
基盤の完成

デバイスの多様化・
高度化の急速な進展

１．現状認識 ２．政策の方向性

人
材
育
成
の
強
化

環
境
の
整
備

コ
ン
テ
ン
ツ
流
通

海外への情報発信力の強化

コンテンツ製作力の強化

コンテンツ利活用による活性化

【具体的取組（例）】
・３Ｄ等の新技術の迅速な実用化支援
・事業者毎の規格や端末等の違いによ
らず既存のコンテンツ・アプリケー
ションを配信・利用できる環境整備

・製作者の地位向上や事業環境改善
等

【具体的取組（例）】
・海外クリエーターの招致による番
組の共同製作

・アジア域内における共同製作のビ
ジネスマッチング機会の創出

・諸外国におけるコンテンツ規制の
緩和働きかけ 等

【具体的取組（例）】
・地域活性化事例の見える化・集合知化
・デジタルアーカイブ化の促進 等

・
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正
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着
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迅
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進

等

【具体的取組(例)】
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等

・
情
報
生
産
力
・
発
信
力
の
強
化
に
よ
る
経
済
社
会
の
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性
化
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ユーザ志向への
転換

政府の
役 割

【具体的取組(例)】


